
14教職員のための
共済フォーラム

2013年12月号

平
成
27
年
10
月
か
ら

被
用
者
年
金
制
度
が

一
元
化
さ
れ
ま
す

特
集
被
用
者
年
金
制
度
の
一
元
化

平
成
24
年
8
月
に
被
用
者
年
金
一
元
化
法
が
公
布
さ
れ
ま
し
た
。

こ
の
法
律
に
よ
っ
て
何
が
変
わ
る
の
か
、
主
な
改
正
点
を
今
号
お
よ
び
次
号
の
二
回
に
わ
た
っ
て
特
集
し
ま
す
。

　

組
合
員
の
皆
さ
ま
が
加
入
し
て
い
る
共
済
年
金
制

度
は
、
平
成
27
年
10
月
か
ら
厚
生
年
金
へ
統
合
さ
れ
、

被
用
者
年
金
制
度
が
一
元
化
さ
れ
ま
す
。

　

こ
れ
は
、
今
後
の
少
子
・
高
齢
化
の
進
展
に
備
え
る

た
め
、
年
金
制
度
の
規
模
を
拡
大
し
て
財
政
の
安
定

を
図
る
と
と
も
に
、
公
務
員
と
民
間
企
業
の
会
社
員

が
同
一
の
年
金
制
度
に
加
入
す
る
こ
と
で
、公
的
年
金

制
度
全
体
で
の
公
平
性
を
保
つ
た
め
で
す
。

　

な
お
、一
元
化
後
も
効
率
的
な
事
務
処
理
を
行
う
観

点
か
ら
、
引
き
続
き
共
済
組
合
が
組
合
員
の
皆
さ
ま

の
年
金
記
録
の
管
理
や
年
金
の
支
給
を
行
い
ま
す
。

現在、育児休業中は掛金が免除されていますが、産前6週間・
産後8週間分についても同様に免除されることとなります。
詳細については次号でお知らせします。

被用者年金制度の一元化

❶共済年金の2階部分は厚生年金へ統合されます

❷年金の保険料率が統一されます

❸共済年金と厚生年金の制度的な差異が解消されます
❹掛金（保険料）の計算方法が変更されます
　（標準報酬制への移行）

「年金払い退職給付」制度の創設

共済年金の職域年金相当部分（3階部分）に代わる新たな
年金制度が設けられます

その他の制度改正

❶年金の受給要件期間が25年から10年へ短縮されます
❷産前産後休業期間中の掛金（保険料）が免除されます
　（平成26年4月から）

前
編

共
済
年
金
は
ど
う
変
わ
る
の
？

組合員の皆さまに関する主な改正項目
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次
号（
平
成
26
年
3
月
号
）の
特
集
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
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2013年12月号

平
成
27
年
10
月

平
成
30
年

　

現
在
、
組
合
員
の
皆
さ
ま
は
共
済
年
金
に
加
入
し

て
い
ま
す
が
、
平
成
27
年
10
月
以
降
は
厚
生
年
金
に

加
入
す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。
平
成
27
年
10
月
以
降

に
受
給
権
が
発
生
す
る
年
金
の
名
称
は
厚
生
年
金
と

な
り
ま
す
が
、
共
済
組
合
か
ら
支
給
さ
れ
ま
す
。

　

厚
生
年
金
お
よ
び
共
済
年
金
の
保
険
料
率
は
毎
年

0
・
3
5
4
％
ず
つ
引
き
上
げ
ら
れ
て
い
ま
す
が
、公

務
員
に
つ
い
て
は
平
成
30
年
に
厚
生
年
金
の
保
険
料

率
と
同
じ
18
・
3
％
に
統
一
さ
れ
ま
す
。

自営業者 など 会社員 国家公務員・地方公務員・私立学校の教職員 など

平成27年9月までに
受給権が発生する年金

平成27年10月以降に
受給権が発生する年金

統 
合

国民年金
基金

（任意加入）

厚生年金 共済年金 厚生年金

厚生年金
基金 など

職域年金
相当部分

職域年金
相当部分

国民年金
（基礎年金）

国民年金
（基礎年金）

国民年金
（基礎年金）

国民年金
（基礎年金）

❶ 

共
済
年
金
の
2
階
部
分
は

厚
生
年
金
へ
統
合
さ
れ
ま
す

❷ 

年
金
の
保
険
料
率
が

統
一
さ
れ
ま
す

●公的年金制度の体系

●年金の保険料率

平成27年
9月までの
組合員期間

平成27年
10月以降の
組合員期間

［厚生年金］

17.12%

［厚生年金］

平成29年
に上限

平成27年
10月以降は
厚生年金の
保険料

公務員の
保険料率
平成30年
に統一

公務員の
共済年金

16.57%

平成27年10月以降に受給権が発生する方で、
平成27年9月までの組合員期間がある方に
ついては、経過措置として、その期間に応じ
た職域年金相当部分の年金が支給されます。

共済年金独自の3階部分である「職域
年金相当部分」は、平成27年10月に
廃止され、新たな年金制度として「年
金払い退職給付」が設けられます。

2階部分の給付内容
は、厚生年金も共済
年金も基本的に同じ
です。

年金払い
退職給付

職域年金
相当部分
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2013年12月号

次号では、「年金払い退職給付」および「標準報酬制への移行」などをご説明します。つづく

注1：平成25年度の基準額。賃金や物価の変動により改定されることがあります。

注2：国民年金の第1号被保険者（自営業等）が申請により保険料の納付を免除された期間です。

注3：70歳以降にお勤めされた期間については、年金保険料は徴収されず、年金額計算の基礎となりません。

注4：年金受給権者が死亡した場合、その者が支給を受けることができた給付でその支払いを受けなかったものがあるときに、遺族等に支払うものです。

注5：遺族年金の受給順位　●第1順位：配偶者および子　●第2順位：父母　●第3順位：孫　●第4順位：祖父母
例えば、遺族共済年金受給中の子供のいない妻が死亡したとき、一定の要件を満たす場合、その遺族共済年金が第2順位以下である元組合員の父母等
に支給されます。遺族厚生年金の場合は、第2順位以下の方には支給されません。

特集│被用者年金制度の一元化

　

厚
生
年
金
と
共
済
年
金
は
制
度
間
の
差
異
が
あ
り
ま
す
が
、
基
本
的
に
厚
生
年
金
に
揃
え
て
解
消
さ
れ
ま
す
。

❸
年
金
の
制
度
的
な
差
異
が
解
消
さ
れ
ま
す

要チェック！

変更項目 共済年金制度
（平成 27年 9月まで）

厚生年金制度
（平成27年10月以降）

在職中の
年金支給の
方法が
変わります

加入する制度によって
支給停止方法が異なります

退職共済年金受給者が
共済組合員となった場合
（賃金＋年金）が
28万円注 1を超えた場合、
年金の一部
又は全部を支給停止。

退職共済年金受給者が
厚生年金被保険者となった場合
（賃金＋年金）が
46万円注 1を超えた場合、
年金の一部
又は全部を支給停止。

年齢によって
支給停止方法が異なります

65歳未満
（賃金＋年金）が
28万円注1を超えた場合、
年金の一部
又は全部を支給停止。

65歳以降
（賃金＋年金）が
46万円注1を超えた場合、
年金の一部
又は全部を支給停止。

障害給付も
上記同様に停止されます

障害給付は
停止されません

そのほか、以下の事項の差異も解消されます。

障害給付の
支給要件が
変わります

保険料納付要件なし

初診日の前々月までの
保険料納付済期間および
保険料免除期間注2を合算した期間が、
被保険者期間の3分の2以上必要。

被用者年金制度への
加入に年齢制限が
加わります

年齢制限なし 70歳未満注3

未支給年金注 4の
給付範囲が
変わります

遺族（死亡した者によって生計を維持
していた配偶者、子、父母、孫、祖父母）

遺族がないときは相続人

死亡した者と生計を同じくしていた
配偶者、子、父母、孫、祖父母、
兄弟姉妹または甥姪など

遺族年金の
転給制度が
なくなります

先順位者が失権した場合、
次順位者に支給される。注 5

先順位者が失権しても、
次順位以下の者に支給されない。

平
成
27
年
10
月


